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日本の化学プロセス安全規制には 3 つの問題がある。第 1 は、主務官庁の縦割り構造である。化学プロ

セスは技術的には 1 つのシステムで管理されるが、適用される法規制は、複数の省庁の法令で規制されて

いる。第２は、技術基準の品質管理である。法令が詳細を規定しているため、改定は遅れぎみであり、技

術の進歩の妨げなっている。第 3 は、民間第三者機関の役割が不十分である一方国家の役割も制限的であ

ることによる不十分な規制実施体制である。以上の分析を基礎に、技術的知見を速やかに基準に反映し、

また、基準の妥当性を評価する第三者民間監査機関の役割の拡充強化を提案する。 
 
キーワード：規制、自主保安、安全管理、化学プロセス安全管理、法律、検査、例示基準、 

機能性基準、ASME、API、第三者監査、HSE、HSC,ローベンス報告 

 

 
１．はじめに 化学プロセスは化学物質を製造することを目的と

し技術的には体系だった一つの安全思想に基づいて

設計されており,プロセスに適用される法律も一つ

であることが望ましいが、現実には日本では一つの

プラントが複数の法律の適用を受け、また主務官庁

もそれぞれ異なるという形で規制がなされている。 

 
東京電力の原子力発電所の検査記録の改ざん問題などを

きっかけに、事業者の自主規制と安全規制のあり方、また、

安全規制の品質管理が課題として認識されるようになって

いる。化学プロセスにおいても、東電問題が起こる以前か

ら、規制のあり方について若干の議論が行われているが、

機能性基準化への多少の進展があるものの、規制のあり方

に関して抜本的な議論はなされておらず、規制する側と規

制される側との認識の隔たりも大きいように思われる。 

そのため設計、施工、運転、保守に至るまで個別の

法対応が必要であり、化学プロセスに携わる事業所

の安全管理部門の多くは、その手続き等に多くの労

力を費やしている。 

 安全規制に関わる技術基準は、科学の進歩や社会の

変革に迅速に対応していくことが望まれるが、一部

の安全に関する技術基準は機能性基準化がなされて

いるものの、多くの規制に関しては実質的には規制

内容の細目にわたる事項が記載される、所謂、仕様

基準となっている。 

特に化学プロセスの規制は安全に関して複数の法律による

規制を受け、また、それらを管轄する主務官庁も異なるた

め、規制体系が複雑であり、その対応に事業者は多くの労

力を要している。また、化学物質排出状況が公表され社会

の関心が高まりつつある現在、社会の構成員の一員として

説明責任を果たすためにも社会に理解される規制の仕組み

の形成が必要である。しかし、現状の規制では、技術の進

歩や専門家の育成、安全情報開示等、大きな課題を抱えて

いるといえる。 

また、原子力規制において指摘された維持基準が

法制化されていないという課題は、化学プロセス規

制についても当てはまる。これらは規制の品質管理

という観点から問題である。さらに、規制の実施体

制、すなわち、検査のあり方や、事故情報の分析、

フィードバックのあり方についても課題があるよう

に思われる。 

本論文では、安全確保に関する法制度設計研究者と化学

プロセスの安全確保の現場経験者との協働作業により、化

学プロセスにおける安全規制に関してどのような課題があ

るのかを明らかにし、今後の制度設計における留意点を明

らかにすることとしたい。 以下これらの化学プロセス安全規制の現状の課題

に関して分析することとし、その上で、英国の経験

も踏まえた上で、今後の化学プロセス安全規制設計

上の留意点について検討することとしたい。 
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２．適用される法規制－縦割り構造の問題 

 
 化学プラントにおいて適用される主な法律としては

「高圧ガス保安法（経済産業省）」、「労働安全衛生法（厚

生労働省）」、「消防法（総務省）」の保安３法と「石油コ

ンビナート等災害防止法（総務省、経済産業省）」があり

（これら全体で保安４法といわれる）、更に発電を行う場

合には「電気事業法（経済産業省）」が適用される。例え

ばエチレン製造装置において適用される法律の区分図の

一部示すと以下のFig１ようになる。 

 

  

 

Fig．１エチレン装置に適用される法律 

 

エチレン製造装置については装置全体に保安４法が適用

されており、さらに構成機器ごとに個別に適用法律があ

る。例えば、蒸留塔には消防法と高圧ガス保安法が適用

され、また、ある別の機器には３つの法律が適用される。

このように分散適用されているために、様々な問題が生

じてきた。例えば、このような縦割りに伴う問題は、申

請時における事務手続きの煩雑さとしても表面化する。

設備を新設改造等行う場合は法に基づく申請を行い、許

可を得なければならない。消防法においては地方の消防

業務窓口を通じ市町村長の許可を必要とし、高圧ガス保

安法に関しては高圧ガス業務を担当する部署を通じ都道

府県知事、労働安全衛生法に関しては国の機関である都

道府県の労働基準局およびその管轄下である地方の労働

基準監督署の許可を必要とする。また発電施設を有する

場合においては各地区の経済産業局長の許可を必要とす

る。そして、保安４法（高圧ガス保安法、消防法、労働

安全衛生法、石油コンビナート等災害防止法）による申

請に際しては、類似の事象に関して法律によって異なっ

た概念が用いられていたり、また、要求される様式も異

なるが故に、法律ごとに異なった資料の作成提出を要求

される。 

また、保安３

準を有する事業

る「自主保安」1)

その評価項目も

れの評価委員会

いる。審査項目は

安全管理、運転

容であるにもか

に他の法律によ

ていないのが実

録参照）。一つの

する部署が総合

り深く多面的な

る側にとっても

が期待できる。

運転する事業所

的な安全管理の

価機関が、保安

う方策が検討さ

 
 
３．技術基準の
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労安法 
消防法

化学プロセスに

保安法、労働安

ている。これの

問題を指摘する

 第1に、安全

歩や社会の変革

め、一部の安全

れているものの

というかたちで

いるという問題

ロセスは以下の

が大きな役割を

 

例示基準に準拠

する申請 

自

審

  Fig.２ 機
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法においては、一定レベルの保安管理水

所においては一定の連続運転を可能とす
2)3)の仕組みを設けてきている。しかし、

それぞれの法律により規定され、それぞ

において別個に審査されることとなって

個別の法律に特有な項目を除き、組織、

管理、保全管理等項目はほぼ全く同じ内

かわらず、個別に審査されており、さら

る審査内容に関しては何らの参考とされ

情であるようである（詳細については付

装置の安全性の審査については、 関係

的に評価し、審査することによって、よ

審査を行うことができ、また、審査され

労力の負担が少なく、より効果的な成果

そのような観点からは、化学プロセスを

については、組織、設備、管理等の総合

観点から専門的な知見を有した第三者評

３法をふまえて、総合的に評価するとい

れてしかるべきであると考えられる。 

構造－規制の品質管理の必要 

おける構造に関する技術基準は高圧ガス

全衛生法および消防法によって設定され

技術基準のあり方についてもいくつかの

ことができる。 
規制に関わる技術基準は、科学技術の進

に迅速に対応していくことが望まれるた

に関する技術基準は機能性基準化がなさ

、機能性基準化なされた後も、例示基準

実質的には仕様基準的運用が維持されて

がある。機能性基準化後の申請・審査プ

Fig２4)のうようになっており、例示基準

果たすと考えられる。 

 

申請

例示基準に準拠

しない申請 

事前評価委員会に

よる評価 
主証明

査（検査）

製造等

能性基準化後の許可、検査申請手続き 



社会技術研究論文集 Vol.1, 317-326, Oct. 2003 

 

例示基準は、高圧ガス保安法の場合、機能性基準化され

た技術基準に適合するかどうかについて、自ら科学的根

拠に基づいて証明することが困難な事業者等の便宜を図

る必要がある、検査実施者が検査結果の判断基準の参考

にするものが必要である、という観点から、技術基準の

制定権者（国）が標準的な解釈を一例として示すものと

して定められた。そして、例示基準の適切な改正及び追

加等を図ることを目的として、高圧ガス保安協会内に「基

準検討委員会」を設置し、高圧ガス保安協会長が基準検

討委員会の報告を受けて大臣に具申し、大臣は具申を受 

けた例示基準案にについて検討し、改正及び追加等を行

うこととなっている。従って、多くの場合に簡便さを求

めて例示基準が使われるのだとすると、この例示基準を

高圧ガス保安協会の基準検討委員会等が科学技術の進歩

等に応じて迅速かつ適切にアップデートできるかが鍵と

なる。しかし、例示基準化には大臣による検討が必要で

あるため、どれだけ迅速にできるかが課題になるわけで

ある。 

 また、例示基準以外を用いる場合は、自主証明も可能

であるが、高圧ガス保安協会内の「事前評価委員会」に

よる評価が用意されている。しかし、高圧ガス保安協会

は、例示基準の具申主体であると同時に、例示基準以外

の基準の事前評価主体でもあるということにもなり、利

益相反の可能性が認められる。 

 第２に、構造に関する技術基準は、原子力プラントの

構造基準と同様に、米国の機械学会（ASME）の基準をベ

ースにして制定されたものであるが、その導入が必ずし

も迅速に行われない場合がある。 

例えば、高圧ガス保安法に関しては、近年規制緩和の

要望を受け政府は、規制改革推進３か年計画（改定）（平

成１４年３月２９日閣議決定）の中で、「高圧ガス保安法

に基づく圧力容器の技術基準に係る例示基準に、米国機

械学会（ＡＳＭＥ）の規格を採用するとし、高圧ガス保

安法においては本年３月に「米国機械学会（ＡＳＭＥ）

規格との整合化を図るため、以下の特定設備検査に係る

技術基準について規定を追加する」として、その後関連

技術基準の一部を改定した。しかし、この場合でも時差

が存在しており、また、高圧ガス保安法だけで対応して

も、他の消防法、労働安全衛生法での対応がなされない

場合には、実質的には問題は解決されないこととなる。 

 第3に、化学プラントが適用される高圧ガス保安法、

消防法、労働安全衛生法等の各々の技術基準の規定内容

に不整合がある場合がある。例えば、高圧ガス保安法で

はある基準に適合していれば４年間の連続運転ができる

が、労働安全衛生法では２年間しかできなかったため、

エチレン製造装置としては２年間の連続運転を余儀なく

されたという問題があった（これについては規制当局と

事業者との検討の末2002年に解決した）。この種の問題

としては、Table１のような事例が指摘されている（Table 

1 の縦軸と横軸に各法律を配し、縦軸の法律と横軸の法

律間で異なっている事例について項目を記している）。 

 
Table１ 複数法規の技術基準の不整合例 
 
 高圧ガス保安法 消防法 
労安法 安全弁吹き出量 

高圧ガスは外部入熱考慮、

労安法規定なし 
使用限界板厚 
高圧ガスは強度計算に基づ

く肉厚 
労安法は所定の腐れ代を加

えた数値 

容器設計 
（詳細省略） 

消防法 保安距離 
耐震基準 
散水量 
耐火被覆 
（詳細省略） 

 
 
――――― 

 
 
また、Fig 3 で示しているように、高圧ガス保安法、

労働安全衛生法、発電用ボイラー（化学プロセスの多く

の事業所は保有している）に適用される電気事業法の技

術基準は、各々米国機械学会（ＡＳＭＥ）の技術基準を

「翻訳」している場合が多いために、どの時点の ASME

基準をどのように「翻訳」しているのかによって、元来

同じASME基準であったとしても、高圧ガス保安法、労働

安全衛生法、電気事業法の各々の技術基準の間で不整合

を起こすことがしばしば生じることとなる。 

 

高圧ガス保安法（経産省）

ASME 電気事業法  （経産省）

労働安全衛生法（厚労省）

 

      Fig．３ ASMEを引用している基準 

 

 

例えば、ボイラーの材料許容応力（安全率）については、

ASME では 3.0（応力解析あり）あるいは3.5（応力解析

なし）となっているのに対して、高圧ガス保安法では3.5

（応力解析あり）あるいは 4.0（応力解析なし）となっ

ており、その他では4.0となっているといわれている。
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維持基準の必要性がありながら今まで検討の俎上にあが

らなかったのは、「事故を許容しない」という前提のため、

規制当局が取り合わなかったことにも一因があるようで

ある。設備の安全を確保するためには、小さな傷や損傷

等の不具合をオープンにして技術的検討を加え、技術基

準に反映していくことが必要であり、このことが安全技

術向上に寄与するのであり、実情を糊塗するたぐいであ

ってはならない。 

さらに、ASMEの対象と国内基準の対象にはズレが見られ

る。ASMEと技術基準との関連についてはTable．２に示

しておく（Table 2に記載しているように、ASMEと国内

基準の対象が一致している場合には前述のような技術内

容面での齟齬の可能性がある）。 

 

Table．２ ASMEコードと技術基準に規定さている項目 

 
 

ASMEと日本の技術基準

の双方で規定されている

項目 
（ASMEコードの内容と

異なる可能性のある項目） 

溶接継ぎ手効率 
低温使用限界 
溶接施工法確認試験 
非破壊試験の適用範囲、判定

基準 
耐圧試験圧力 
気圧試験圧力 
溶接後熱処理基準 
安全弁に関する要求 

ASME コードにあって日

本の規定がない 
工場認定 

ASME コードになくて日

本独自のもの 
突合せ溶接継ぎ手の機械試験

気密試験基準 

 ASME では、原子力施設や発電用ボイラーに関して

1970 年代から維持基準の制定を進めてきた。そして、一

般用ボイラーに関しても、米国石油学会において 2000
年に API５７９として維持基準を制定した。これらの動

きの中で、日本でも、API５７９Fitness-For-Service に代

表されるような、許容欠陥の存在を認めた保安管理に関

する調査などにより、許容できる欠陥・減肉の種類およ

び大きさを明確にし、合理的な検査方法、維持管理基準

を示すことを目的として、1999年に、化学プラントの業

界（石油化学工業協会および石油連盟）では研究会を発

足しASME、API と幾多の会合を持ちながらその検討を

行ってきた。この研究会は、石油連盟/日本高圧力技術協

会を事務局として民間の石油、石油化学会社の保全担当

者、ならびにエンジニアリング会社からのメンバーで構

成されている。研究会では、API579 の内容把握に、そ

のドラフト段階から取り組み、2002年3月には日本国内

にこれを適用するためのハンドブックを完成させた。設

備の維持管理基準に対する具体的な手法のひとつを提示

するハンドブック作成をおこなったことは新たな動きと

して注目される。これらの民間機関が米国の民間基準を

参考にして自主的に基準作成を行っていることは、技術

力向上に役立つものとして期待される。このような民間

基準を行政の技術基準とどのように関連付けていくのか

が今後の課題である。 

 

 

これらの整合化を図るため、最大公約数的規格としてJIS 
B8265が制定されたが未だ法規からは引用されていない。 
このような事態に対応して、規制緩和推進計画の一環

として 1999 年に関係３省庁と関係団体の代表者から構

成される実務者検討委員会が設定され２カ年にわたり検

討がなされた。この種の会合は珍しく、成果が期待され

たが、検討の前提として法律を改正しないという前提で

あったため、法律レベルでの整合化ではなく、通達レベ

ルの整合化で終わってしまったようである。 
 第4に、東電の事件等を通して、維持基準が無いこと

が問題視されているが、化学プラントにおいても維持基

準が制定されていない。維持管理に関しては、保安３法

とも「技術上の基準（＝製造時の基準）に適合するよう

に維持しなければならない」といった規定のされ方がな

されており、維持保全に関する技術基準は未だ十分に整

備されている環境にないのが実態である。 

 

 

４．化学プロセスの安全規制の実施 
 
４．１ 検査   従って、現行基準は、原子力プラントと同様に新設基

準と維持基準の２面性を持っており、傷がないことを要

求している。しかし、設備は使用していくに従い部材の

表面には様々な傷や損傷がついてくる。軽微な損傷であ

ればそのまま支障なく操業を続けることができる。その

為、傷や損傷の有害性の判定が重要になってくるのであ

り、維持規格策定の必要性は大きい。現状で維持に関す

ることに触れられているのは、労働安全衛生法に関わる

ボイラーの連続運転認定要領には余寿命の評価について、

「ボイラー等については、腐食・磨食に対する余寿命診

断を実施し、構造規格上の最小板厚に対して母材の余寿

命が8年以上あること」とされているものくらいである。 

化学プロセスに適用される各法律には、設置許可と検

査が義務づけられている。検査に関しては、設置前検査、

設置後の検査および定期の検査からなっており、法律毎

にその名称も異なっており、これをTable．３で示す。検

査者も法律毎に異なり一つのプラントでありながら機器

単位の異なった検査機関で検査がなされている。 
何れの法律においても自主検査（点検）が義務づけら

れ、技術基準を満たすように維持することが要求され、

検査の結果については記録することが求められている。

また、各法律とも、ある一定の基準を満たしていること

が認められた場合には、開放して検査する手法に限定す
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ることなく、運転中に検査する手法が認められるように

なっているが、その場合も法律によって検査者が異なっ

ている。 
 

 

Table３．検査と検査者 
 

 

*  高圧ガス保安関係法令による認定基準を満たすもの 

** 消防法関係法令の認定基準を満たすもの 

***  開放時の検査と運転中検査とがある。運転中検査は労働安

全衛生関係法令の認定基準を満たすものに適用される 

 

化学プロセスは設備の状態と内部流体の挙動によっ

て機器にあたえる影響が異なり、部分を見ると共に全体

の系の状態を把握して判断することが重要であるが、縦

割りの規制における状況では、そのような仕組みにはな

っていない。 
また、法律によっては検査方法も規定されているた

め検査技術の進歩に追従できず、非効率的な検査を強い

られている面があるようである。検査技術は信頼性を確

保しつつ、より効率的で、精度の高い事が要求される。

このようなことから新しい検査技術の導入を促すような

仕組みを導入すべきであると思われる。 
 
４．２ 第三者検査機関 

 
 各法律に定められた検査に関しては、許認可権を有す

る行政機関が行っている。消防法に関しては市町村の消

防担当部署、高圧ガス保安法に関しては都道府県の担当

部署、労働安全衛生法に関わるものは国の出先機関であ

る労働基準局および労働基準監督署が行っている。 
その他に、一定の部分に関しては、委託検査業務とし

て、第三者検査機関が一定の役割を担っている。例えば、

消防法関連では「危険物保安技術協会」、高圧ガス保安法

関連では「高圧ガス保安協会（213 名）」、労働安全衛生

法関連では「日本ボイラー協会（323名）」、「ボイラー・

クレーン協会」および「㈱損保ジャパン」が存在する。

そして、危険物保安技術協会は危険物タンクの検査業務、

高圧ガス保安協会は高圧ガス容器の検査業務を行ってお

り、日本ボイラー協会、ボイラー・クレーン協会および

㈱損保ジャパンはボイラーおよび圧力容器の検査代行を

行っている。また、労働安全衛生法関係では「中央災害

防止協会（418 名）」のような技術支援機関も存在する。 
 このように多くの機関が検査に携わっており複雑であ

り、検査が集中する装置の完成時および定期補修検査時

はスケジュール調整が大変であるといわれている。 
    設置前検査 完成時検査 定期検査 

名称 特定設備検査 
高圧ガス完成

検査 
保安検査 

検査者 経済産業大臣 知事 知事 高圧ガス 

  指定機関 
指定機関・認定

者* 
指定機関・認定者* 

名称 完成前検査 消防完成検査 保安検査 

検査者 市町村長 市町村長 市町村長   消防法 

    認定実施者** 危険物保安技術協会

名称 
構造検査・溶接

検査 
落成検査  性能検査*** 

労安法 

検査者 労働基準局長 
労働基準監督

署長 
性能検査代行機関 

なお、第三者検査機関については、日本においても自

由化が進みつつある。しかし、従来からの第三者検査機

関のコストが安い（その理由としては様々な理由で第三

者検査機関に補助金等が投入されてきたという事情が考

えられる）といった理由もあり、十分な競争促進がなさ

れていない。ただし、この状況は今後の公益法人改革の

中で変わる可能性もある。また、日本における第三者検

査機関の特徴として、基準設定自体は国の役割として留

保されており（前述の例示基準のように、高圧ガス保安

協会のような第三者機関が基準原案を作成することはあ

るが）、検査だけに特化しているという事情もあげられる。 
 
４．３ 事故事例の分析と収集 

 
事故が発生した場合の事故調査については、各々の主

務官庁から各々の関係団体に委託され、事故事例として

纏められるケースが多い。そして、事故報告書は、それ

ぞれの主務官庁に報告され、主務官庁がそれぞれの基準

で事故を纏め公表している。事故統計として一応比較で

きるものの、その内容はそれぞれの主務官庁によって異

なる。また公表される内容は大きな事故で公的な調査委

員会が作成する報告書以外は簡単のものであり、再発防

止の資料としては不十分である。また、この種の事故調

査も関連団体の縦割りに沿って行われるため、領域横断

的な事故情報の蓄積が行われない。縦割りの関係を打破

し、再発防止のための技術資料作成という観点からの総

合的な検討が望まれる。 
また、企業が自ら公表することについては、訴訟の可

能性が控えているため積極的ではない。ただし、最近は、

社会的リスクコミュニケーションの観点から、企業が事

故の内容を会社のホームページ９）に詳しく公表する例も

見られるようになっている。 
 
５．化学プロセス安全規制における英国の経験 

 
これまでの検討から、日本における化学プロセス安全規

制の課題として、主務官庁の縦割り構造、技術基準の品

質管理、規制の実施体制が浮かび上がってきたといえる。

ここでは、このような課題を解決する上でも参考になる

と思われる英国の化学プロセス安全規制について、若干

検討することとしたい。 
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英国 10)11)12 では産業の発展とともに、様々な安全を規

制する法律や行政・監督機関 が創られていった。1970
年代までには、工場、商業施設、鉱業・採石、農業等々

の九つの群に分かれた膨大な安全衛生法規群が整備され

るとともに、それらを所轄する五つの行政官庁（雇用、

通産、農業、環境および内務省）と７の監督機関（工場、

鉱山、農業、爆発物、核施設、放射性化学物質とアルカ

リ）の複雑な体制の下で業務執行がなされていた。しか

し、新しい問題に対処するために、つねに拡大化かつ精

巧化する詳細な法体系に帰着してしまうこと、産業構造

や技術および社会の態度や期待が急速に変化する時代に

あっては、伝統的経験主義アプローチでは歩調を合わせ

ることができないという認識から進んだ問題解決に迫ら

れることとなった。この伝統的実践・経験主義に基づく

アプローチによる安全衛生政策の限界を克服し、新たな

転換を図ろうと諮問委員会（通称ローベンス委員会）を

発足させ、２年間の検討を経て「ローベンス報告」１３）

として纏められた。 
 この報告は、以下のような現状認識を示した。 
①余りにも法律が多過ぎる：多くの詳細な規則があり、

かつこれらは年々増加している。このように膨大な法律

の存在は、安全を自分のこととしてとらえず、単に規則

へ対応する法律問題としてのみ考えるように条件づけて

しまうという、心理的悪影響を指摘した。また、これま

での制度は国家規制に寄りかかりすぎており、個人の責

任や自主性、自発的努力はほとんど軽んぜられており、

この不均衡は是正されるべきであると指摘した後、法規

制および政府政策の役割は、日常事象の細かな基準策定

にあるのではなく、産業界自身に よる安全衛生組織と

その活動へ影響を与える仕組み作りにあるとした。 
 ②法律の多くが本質的に不備である：多くの法律の構

成が悪く、かつ余りにも細かく複雑になっている。監督

官や行政官等の法律を通暁する者でも、全容を把握する

ことが困難になっている。ましてやそれが適用される事

業場のラインマネジャー等、法律の専門家でない者にと

って理解不可能なことである。時代遅れが安全衛生基準

の慢性病である。 
 ③行政管轄が細分化されている：主務官庁が多くの機

関に分割された状態になっている。このため、個別の事

業所レベルでは、いくつもの監督機関によって規制され

ている職場がある一方で、他方の極として、安全衛生法

規による保護が全くの適用外となっている職場（労働者）

が存在している。また監督機関レベルでは、監督管轄が

複雑で錯綜し非効率な行政となっており、さらに国家レ

ベルでの産業安全衛生政策決定と執行過程では、関係機

関との協議等により多大な時間を要する事態となってい

る。 
 以上のような現状認識（これはこれまで分析した現在

の日本の課題ともかなり類似性の高いものである）を前

提として、ローベンス委員会は以下の提言をまとめた。 
①法令体系全面的なオーバーホールが必要である。その

ためには、国家による安全衛生への関与の有効性を高め

るため、法令改正の主目標は、より統一し統合化された

システムを創出すべきことに置くべきである。 
 ②外部機関からの規制によってもたらされる安全衛生

改善の程度には厳しい限界があり、事業者、労働者によ

る有効な自主的安全規制の創出が必要である。 
この提言に基づき、総合的安全衛生制度を確立するこ

とを目的として、1974年にHealth and Safety at Work etc 
Act（労働安全衛生法：HSW）の法制化が行われた。HSW
の重要な点は、それ以前に公布され効力を保ち続けてい

る多くの安全衛生関連法制群を整理し、同法に基づく規

則（Regulation）ないしは認証実行基準ヘ（Approved Code 
of Practice）と徐々に置き換える権限が同法に付与されて

いる点である（第１条２項）。この目的のために、施行以

来、数多くの法改正作業が行われ、統一的法体系を構成

することを目指して、同作業は継続されている。これら

の規則等制定に当たっては、細かな事項を規定した仕様

基準型（prescriptive）ではなく、目標設定型（goa1‐setting）
の基準（＝機能性基準）が目標とされている。 
  このようなローベンス報告の提言を受けて法規制の統

合化が進み、また、様々な分野の安全確保に関する政策

立案および執行の一元化を図るため、HSC（Health and 
Safety Commission：健康安全委員会）および、HSE（Health 
and Safety Executive：健康安全庁）が設立された。 
まず、法体系については、以下のような３階層に整理

された。 
①法律（Act）：義務、責任、権限などの所在といったよ

うな基本的事項を規定。 
②規則（Regulation）：規制対象や範囲、報告事項や情 
資料の内容、基準とすべき事柄の概要等を規定。 
③認証実行基準（Approved Code of Practice）：これに従っ

ている場合には、法律・規則に従っていることとされる

が、これに従っていない場合、訴追された場合は、被告

は、認証実行基準以外の方法によって、法律・規則の要

求を満足したことを法廷で証明しなければならない。 
 そして、法体系外の自主的なものとして、 実行基準

（Code of Practice）が存在するものとされた。法律・規

則・認証実行基準については事業者が行動すべき事項を

規定するが、できる限り法規の目標や一般原則（goals and 
general principles）にとどめ、具体的、詳細な基準につい

ては（自主的な）実行基準（Codes of Practice）やガイド

ラインに委ねるシステムを採用したといわれている。そ

して、自主的な実行基準の設定や実行については、事業

者内部において行うことも可能であるが、一定の認証を

うけ社会的にも信認されている第三者機関が役割を担う
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 こととなった。 
 なお、前述のように、組織的には、1974年のHSW （労

働安全衛生法）により、HSC（Health and Safety 
Commission）とHSE（Health and Safety Executive）が創設

された。その組織概要をFig.４に示す 

６．終わりに－今後の制度設計の課題 

 
２．から４．における検討から、日本における化学プロ

セス安全規制の課題として、主務官庁の縦割り構造、技

術基準の品質管理、規制の実施体制をあげることができ

る。また、５．において類似する状況に関する英国の対

応を検討してきた。以上の分析に基づき、日本における

制度設計のあるべき姿についてまとめておくこととした

い。 

        HSC （Health and Safety Commission） 

 
HSE （Health and Safety Executive） 

 
Science     Policy  Health  Operations 

Technology    
 （Policy） 

 

 第1に、主務官庁の縦割り構造に関しては、これを是

正していくことが求められる。英国の実験のように、HSC
や HSE に対応する分野横断的安全規制機関をつくると

いうのも1つの考え方である。確かに、英国は行政組織

再編を複雑な法律改正を行わずに、行政の裁量で行える

国であり、実際に様々な分野において頻繁に組織再編を

行ってきており、日本のような比較的硬直的な行政組織

の国とは異なる。しかし、公式の組織再編を行わないと

しても、規制内容の調整、可能な限りの報告の一元化等

は可能なはずであり（英国ではHSEと環境庁の間でも報

告制度・内容の調整が図られている）、このような試みが

期待される。 

  FOD     CHID   NSD   Railway 

Field Operation   Chemical    Nuclear     Industry 

Director       Hazard     Safety  

       Installation    Director 
 
         Fig．４ HSCとHSEの組織 
 
 

HSC は、担当国務大臣が雇用者、従業員などの団体、

地方自治体、その他の関係機関との協議の上で任命する 
10人の委員で構成され、HSCの委員のうちの1人は公共

の利益を代表する者として任命される。 HSC の主な任

務は、さまざまな事業が実施される場合に、勤労者およ

び一般市民の安全衛生を確保するような制度を設けるこ

ととされ、その任務には、新しい法律、基準の提案、研

究の実施、情報や助言の提供、爆発物その他の危険物の

規制などが含まれる。  

 第2に、規制の品質管理に関しては、規制を何でも国

の基準として抱え込むのではなく、必要不可欠な部分に

限定し、詳細については民間の基準に委ねる範囲を広げ

るという方向が考えられる。その分、国は限定された基

準の品質管理に資源を集中し、また、限定された基準の

モニタリングはきちんと行うことが期待される。この点

で、例えば日本の高圧ガス保安法の機能性基準化におい

て、例示基準がいまだに大臣が承認するかたちで定めら

れているが、このような方法が適切なのかは検討の必要

があるように思われる。他方、民間における基準策定に

関しては、そのための資源を確保する仕組みをあわせて

設計することが重要である。この点では、英国における

規制の法律（Act）、規則（Regulation）、認証実行基準

（Approved Code of Practice）への整理及び自主的な実行

基準（Code of Practice）・ガイドラインの利用という試

みは参考になると思われる。 

また HSE は、HSC が担当国務大臣と協議して任命す

る3人からなる組織体で、HSCの職務執行について助言

し、支援する。 HSE はそれ自身でも特別の法律上の責

任を負っており、特に安全衛生法の執行を任務としてい

る。 HSEの職員は約4,500人にのぼり、監督官、政策顧

問、技術者、科学・医学専門家などが含まれる。専門家

は従来の政府検査機関のうち（雇用省、通産省、内務省、

農水省、環境省、から移管された。この組織は約 4500
名からなり政策、技術、運用部門からなりその組織体系

は図４のようになる。このように縦割りを打破した分野

横断的な安全確保のための機関が設立されたわけである。 

 第3に、基準の実施に関しては、検査の縦割りの調整

とともに、自主検査の実効性の確保が重要である。これ

までは、基準の設定に資源が投入され、基準の実施に関

しては資源配分が不十分であった。従って、自主検査の

ような自主的取組を進め、安全レベル向上が図れるよう

な仕組みを促すような施策とともに、安全に大きく影響

する事項についてよく峻別し、限定された国の基準とし

て明確にし、検査（機器に偏ることなくシステムとして

の）の強化も必要であると思われる。これは、検査がき

ちんとなされているということが社会における信頼確保

この中で、化学プラントに最も関係の深い部門は、

Chemical and Hazardous Installation Division であり、約200
名の専門家スタッフがいる。なお、HSEが行っている検

査は、機器の検査というよりも、システム面における状

況を検査することが中心であるといわれている。 
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 の条件であることからも明らかであるように思われる。

また、自主的基準に委ねられた部分の検査についても、

第三者機関等を使って、その検査への透明性、信頼性を

高めることが必要であると思われる。その際、第三者機

関が自主的基準設定とともに検査も行うという英国のよ

うな仕組みは、科学技術の進展に対応した自主的基準設

定のための資源確保を検査業務との関連で取得するとい

う観点からも興味深い。 

労働安全衛生法「ボイラー等の連続運転に係る認定要領

の改訂について」(H11.3.29基発第147号厚生労働省) 
１） 高圧ガス保安法「一般高圧ガス保安規則 別表第四、

別表第五」(昭和４２年通商産業省令第５３号経済産

業省) 
２） 消防法「危険物施設の変更工事の完成検査等につい

て」(H11.3.17 消防危第22号総務省)  最後にこのような提案をどのように実現すべきかに関

して若干考察しておきたい。以上のような問題点と提言

は、断片的にはこれまでも様々な現場や関係者により認

識されてきた。それにもかかわらず、十分に対応されて

こなかったのは、認識が断片的印象にとどまり全体像が

研究されてこなかったこと、また、これらの課題と対応

策の全体像が社会に対して十分説得的な形で提示されて

こなかったからであると考えられる。また、規制を管轄

する政府側の担当者が短期間で異動するため、仮に経験

を通してせっかく得た知見があったとしてもそれらは十

分に生かされてこなかったと考えられる。そのような点

からは、英国のローベンス報告のような包括的課題検討

のための文書の作成は問題点の明示化のプロセスとして

も有効であると思われる。しかし、日本においては政府

部門の人員を減らせという行政改革圧力があるという事

情もあり、政府部門のみでこのような包括的分析作業を

行えるかに関してはこころもたない。従って、むしろ、

民間の現場の様々な事業者、研究者、政府における実務

家を横断したフォーラムを設立し、このような包括的研

究の総括と提言を行っていくというプロセスが重要であ

ると思われる。そして、このような民間主導のフォーラ

ムの設定とこれを透明な運用によって社会の信頼性や改

革に必要なリソースも確保できるのではないかと思われ

る。 

３） 平成１４年度保安企画推進員講習会用資料（2002年
１２月） 

４） 酒井健二（2001）「圧力設備の規格・基準」『HPI 技
術セミナー』11.17-31 

６）ASME history   http://www.asme.org/history/ 
７）API RP579 1st Edition,January 2000,Fitness-For-Service
８）菊池 他「石油精製・化学用圧力容器の供用適性評価   

ハンドブックの作成」『HPI学会誌』40 (5) 
９）事故に対する原因と対策について

http://www.idemitsu.co.jp/news/index.html 
10）「製油所の総合的安全技術の整備と体系化に関する調

査報告書」（2000．３）財団法人石油活性化センター 
11）「欧州の規制緩和と石油精製業の対応に関する調査報

告書」（1999.3）財団法人石油活性化センター 
12) 「スクマネジメント活用による異常現象等に関する

調査報告書」（2002.3）財団法人石油活性化センター 
13）Safety and Health at Work Report of the Committee 

1970-72 Chairman Lord Robens 
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